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研究成果の概要（和文）： 

本研究では、高校段階の工学予備教育の国際比較研究を行った。その結果、①フランスでは、

グランゼコールや大学工学部などへの進学者のために、リセの S科において「エンジニア科学」

科があること、②アメリカでは、4 年制大学工学系学部への進学準備教育として、ハイ・スク

ールで「工学予備教育」を行うようになっていること、③これに対し日本では、工学系大学・

学部進学者に対しては、数学、理科のみが重視され、工学基礎教育はほとんど行われていない

ことが明らかになった。 

 

研究成果の概要（英文）： 
We aimed the international comparative study on the pre-engineering education at 
secondary level. In France, S course of Lycee provide “engineering science” for the 
students wishing to enter engineering programs of “grandes ecoles” or universities. 
And “pre-engineering” programs are developing for high school students in the United 
States. But, in Japan, only math and science are emphasized for students who want to 
enter engineering programs of 4 year universities. 
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１．研究開始当初の背景 

（１）わが国では、以前から「理工系離れ」
が指摘されてきたが、ここ数年では大学工学
部進学者数の減少という形で問題が深刻し
かしてきた。 

（２）我が国の場合、こうした「理工系離れ」、

とりわけ「工学部離れ」を、理数離れとして
とらえる傾向が強いことは否定できない。そ
の対策の一つとして、「スーパーサイエンス
ハイスクール」指定事業を行っている。しか
しそれは、理科や数学に関する取組が中心と
なっており、工学や技術に関する取り組みは
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極めて少ない状態にある。 

（３）一方欧米諸国では、アメリカの PLTW、
フランスの「グランゼコール準備級」におけ
る工学基礎教育という形で、高校段階の工学
基礎教育を行う動きが広がってきていた。 

 

２．研究の目的 

 以上の問題状況に鑑み本研究では、欧米諸
国、とりわけアメリカやフランスを中心に、
大学レベルでの工学教育機関への進学希望
者に対して高校段階で行われている工学予
備教育の特徴を、カリキュラムなどの点から
解明し、今日の我が国における高校教育にお
ける工学部進学者対象の教育改善のための
資料を得ることを目的とした。同時に、わが
国にふさわしい工学予備教育のモデルを明
らかにし、その受容に必要な条件を解明する
ことを意図した。 

 

３．研究の方法 

（１）本研究では、アメリカやフランスで工
学系高等教育機関に進学を希望する生徒に
対し、わが国では、そのような取り組みがま
だほとんど行われていないことに鑑み、以下
のような方法で研究を進めた。 

（２）日本については、「スーパーサイエン
スハイスクール」に指定されている高校など
の研究成果報告書を分析した上、教師や生徒
への聞き取りを通して、この事業の実態と問
題点を明らかにする。 

（３）フランスについては、関係報告書の分
析や現地研究者への聞き取りを通して、フラ
ンスの「グランゼコール準備級」における工
学基礎教育の目的、内容、特徴を解明する。 

（４）アメリカについては、大学工学系学部
への進学準備を目指す工学予備教育プログ
ラムの一つである PLTW について、アメリカ
の研究者への聞き取りや学校での調査を踏
まえ、①目的、②実施状況、③問題点などの
点から、このプログラムの特徴を解明した。 
 
４．研究成果 

(1)本研究においては、高等教育段階の工学教育に

関する予備教育としての工学予備教育の国際比較

研究を、フランス、アメリカ、日本に関して行っ

た。 

（２）まずフランスについては、グランゼコール

や大学工学部などの工学に関する高等専門教育入

学者のために、リセの普通教育課程(S科)において、

科学技術教育の関係教科として「エンジニア科学」

科がある。「エンジニア科学」科は、フランスでの、

世界的な経済競争化の状況下における付加価値の

高い新製品市場への投資のために、特にマイクロ

エレクトロニクスや情報通信技術への研究にたゆ

まぬ努力の重要性、そのためのテクニシャン・エ

ンジニア・研究者の必要性の増大に対処しようと

するものであった。 

（３）このような「エンジニア科学」科は、機械

工学・自動化工学・電気工学・電子工学・情報の

処理及びコミュニケーションといった重要な技術

的分野を教育内容とし、関係する基本的な分野の

知識と実践活動ができる能力を与えることを目標

とするので、構想の学習及び多技術的技術製品の

全部もしくは一部の活用を柱としている。 

（４）一方アメリカの「工学」をめぐる議論には、

二つの潮流があるとされる。一つは、幼稚園から

第 12学年の全ての子どもを対象に技術者等の人

材育成と工学に関する素養の形成に関するもので、

もう１つは、４年制大学工学部進学準備プログラ

ムに関するものである。アメリカにおける「工学

予備教育」の特徴は、前者の「工学」に関する教

育の小中高の接続があることと、後者のハイスク

ールにおける「工学予備教（Pre-Engineering 

education」の PLTWの例のように、総合制ハイス

クールにおいて①基礎科目・②専門化分化した科

目・③頂点科目(卒論など)で構成されている傾向

にあることが指摘できる。 

（５）アメリカでの研究者への聞き取り調査では、

PLTW については様々な課題や問題点があること

も明らかになった。また現地の学校調査により、

その実施形態はさまざまであり、①通常のハイ･

スクールにおいてのみならず、職業教育のために

設けられている地域職業学校で実施されている事

例もあること、②もともと高校段階の専門教育と

2 年制コミュニティ・カレッジのそれの連携をめ

ざしたテック・プレップの一環として取り組まさ

れている事例もあること、③このプログラムの予

備段階がミドル・スクール（中学校）でも志向さ

れつつあることなどが指摘された。 

（６）こうしてフランスやアメリカでは、工学予



 

 

備教育の取り組みが進みつつある。ただしその性

格に違いがあり、フランスの場合、下構型学校体

系の中にそれが位置づいているのに対し、アメリ

カの場合、上構型学校体系に位置づいているとい

う点で、違いがみられる。 

（７）こうしたフランスやアメリカの取り組みに

対し日本では、高校段階の理数教育充実のため、

「スーパーサイエンス・ハイ･スクール」指定事業

がおこなわれているけれども、数学や理科のみに

重点が置かれ、工学や技術の教育の取り組みは、

依然として少ない状態にある。 
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